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1.序

近年、日本でも、持続可能な開発のための教育（Educationfor Sustainable Development，以

下ESDと表記）に関する議論や、それに基づく実践が盛んに行われるようになってきた。

環境汚染、生態系の破壊、資源の枯渇、地球温暖化といった問題が人類全体の未来を脅か

す切実な問題として浮上してきたことが、そうした議論や実践の背景にあることは言うま

でもない。市民・民間レベルで言えば、日本でも ESD-Jというネットワーク団体があり、

「ESD推進のための政策提言、ネットワークづくり、情報発信Jの活動を行っている。（1）大

学教育に限ってみても、わが岩手大学の「学びの銀河Jプロジェクト 北海道大学が進め

ている「持続可能な開発Jプロジェクト、立教大学が立ち上げた ESDセンターなど、幾つ

かの大学で、 ESDを基本的なコンセプトにした教育・研究活動が進行している。大学や研

究機関が主催して行う ESD関連のシンポジウムなどを含めれば、 ESDは一つの「流行」

になりつつあると言ってもさしっかえないだろう。

日本でESDが喫緊の課題として扱われるようになった政治的背景のひとつとして、2002

年 12月の国連総会での「国連持続可能な開発のための教育の 10年J（以下、「国連ESDの

10年」と表記）の採択と、この決議に一役買った日本政府の責任を挙げることができる。

「『国連持続可能な開発のための教育の 10年』関係省庁連絡会議Jが2006年に出した「わ

が国における『国連持続可能な開発のための教育の 10年』実施計画」（以下、「実施計画」

と表記）によると、日本は、 2002年のヨハネスブルグ・サミットで積極的な働きかけをし

て、「国連ESDの10年Jが国連総会で採択されるための主導的な役割を演じたという。

2002年に開催された持続可能な開発に関する世界首脳会議（ヨハネスブルグ・サミッ

ト）の実施計画・・・を交渉する過程で、わが国は、国内のNPOから提言を受け、「持

続可能な開発のための教育の 10年J• .・を提案し、各国政府や国際機関の賛同を得て

持続可能な開発に関する世界首脳会議実施計画に盛り込まれることとなりました。この

ことを踏まえ、わが国より、 2002年の第57回国連総会に、 2005年からの 10年間をESD

の10年とする決議案を提出し、満場一致で採択されました。（「実施計画J 2頁）

しかしながら、「国連ESDの10年Jの採択に積極的に貢献したと自負するわりには、日

本の行政と教育における ESDへの取り組みは、ヨーロッパ諸国（特に北欧諸国）の取り組

みと比べれば、非常に遅れていると言わざるをえない。後でも詳述するが、たとえばESD

の先進国であるフィンランドにおいては、 ESDは、初等教育から高等教育、さらには職業

教育、成人教育、教員養成教育を含むあらゆる教育活動を貫く理念になっている。それに

対し、日本の場合は、従来の学校教育の中で扱われてきた課題の中に「持続可能な開発J
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の考えを付加的に取り入れる程度に留まっている。「実施計画」には、 ESDに関する基本

的な考え方や今後の取り組みの具体例が書かれているが、それを読む限り、「国内及び世界

の取り組みをリード」していくだけの積極的かっ包括的な指針は示されてはいないと言わ

ざるをえない。（2)

たとえば、「実施計画Jは、 ESDに関わる各主体が果たすべき役割に言及しているが、

それは、「各主体に期待される取組jとしづ表現に示されているように、あくまでも「期待」

のレベルに留まっている。期待はするが、計画や実行については当事者任せというわけで

ある。したがって、高等教育機関に「期待される取組Jが、次のような表現に留まってい

るのも、やむをえないと言うべきだろう。

大学等の高等教育機関においては、各大学の特性に応じ持続可能な開発のための教育お

よび研究を行うこと。また、ESDの優れた教材やカリキュラムの開発に努めるとともに、

それらの成果を教育の場で活用すること。高等教育機関の専門性をいかした地域社会と

の連携、大学問の連携による取組についても推進すること。（「実施計画」 13頁）

日本の ESD政策に関してもうひとつ問題とすべきことは、 ESDが主として自然保護、

環境問題、エネルギー資源といった問題と結び付けられて論じられてきたことである。「実

施計画Jも指摘していることであるが、持続可能な開発とは、単に、産業の発達と自然資

源、の保護とのバランスを保つことだけでなく、未来の望ましい社会の在り方を目指すため

の価値観と深く結び、ついている白この点については、「実施計画jでも次のように書かれて

いる。

・・・世代聞の公平、地域間の公平、男女間の平等、社会的寛容、貧困削減、環境の保

全と回復、天然資源の保全、公平で平和な社会などが持続可能性の基礎となっており、

環境の保全、経済の開発、社会の発展（以下を含め、「社会」を文化の面も含めた広い

意味で使います）を調和の下に進めていくことが持続可能な開発です。（「実施計画」 2

頁）

だが、こうした理念が「実施計画」の具体的な取り組みに反映されているかというと、

必ずしもそうはなっていない。というのも、「実施計画」の「初期段階における重点的取組

事項Jの中の「教育や体験の機会、場の提供Jの項目を見ればすぐに分かるように、 ESD

の具体的な実施項目は、環境保護や自然保護に関する学習・教育に著しく偏っているから

である。（3）つまり、 ESDに関する高尚な理念が掲げられている一方で、その具体策は、「自

然を大事にしましょうj、「自然と触れ合いましょう」、「資源を大事にしましょう」といっ

たスローガンで括れる活動に留まっている。

高等教育で行われている ESDについても、これと同様なことが言える。一例として、北

海道大学が2005年から実施しているプロジェクト「北海道大学『持続可能な開発』国際戦

略Jを見てみると、当プロジェクトにおける「持続可能性」とは、「環境と経済との両立」

に特化されていることが分かる。（4）もちろん、一つの大学のフ。ロジェクトが、 ESDの理念

のすべてを網羅する必要はないし、現実問題としてそれは難しいだろう。しかし、「持続可
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能性j という言葉を使いながら、その内実が自然科学分野の研究に収まっているというこ

とは、日本の研究教育分野では、 ESDが一時代前の概念で捉えられがちであることを示唆

している。つまり、日本の大学における ESDは、自然科学に特化した教育研究一一あるい

はそれに社会科学を付加した類の教育研究一ーになりがちなのである。平和、人権、飢餓

や貧困、男女平等、異なる文化の共存といった幅広い課題を扱う ESDの実現にはいまだ至

っていないというのが現状である。

もしESDを単なる流行に終わらせるのではなく、大学の実践として実りある成果を生み

出そうとすれば、改めて、 ESDとは何なのか、 ESDが目指す社会とはどのようなものなの

か、 ESDを有効に推進するにはどのような教育体制、どのような教育方法が望ましいのか

といったことについて考え直す必要があるだろう。そうしたことを考えるための契機とし

て貴重な試みを提供してくれるのがフィンランドの高等教育の実践である。本稿では、ESD

を社会的な理念として掲げ、それを大学を含めた教育機関全体で実践してきたフィンラン

ドの事例について考察し、そこから見えてくる教訓！と問題点について検証していきたい。

2. ESD導入の歴史的背景

フィンランドが 1990年代以降ESDを国の教育プランの柱として積極的に盛り込むよう

になった背景には、深刻化する環境問題に対する国際的な動き、北欧諸国（特にバルト海

沿岸国家）が直面していた資源・環境問題、フィンランドが伝統的に掲げてきた教育理念

の存在など、様々な歴史的・社会的要素が絡み合っている。こうした様々な要素を背景に

して、未来の社会ヴィジョンを推進するために導入された教育政策がESDで、あった。 ESD

はフィンランドの国家戦略の一翼を担う教育政策の柱として位置づけられている。

「持続可能な開発Jという概念の萌芽は、 1970年代に、環境問題に対する世界的な関心

が高まったことに由来していた。レイチェル・カーソンの『沈黙の春』（1962年）を嘱矢

として、『成長の限界』（1972）、『生存のための青写真』（1972）、そして『スモール・イズ・

ピ、ューティフル』（1973）などが環境問題に対する人々の関心を高めるとともに、国連を中

心にした取組も本格化していった。 1972年に開催された「国連人間環境会議」は、環境汚

染や環境保護の問題を人類全体の政治課題として取り上げた最初の国際会議だ、った。

(Kalliomaki 15）。

「持続可能な開発Jという考えは、環境問題をいかに解決するかという関心から始まっ

たが、その後、 1987年に出された「ブルントラント・レポートJ（別名「われら共有の未

来J）によって新たな意味が付け加えられた。つまり、未来の世代に対する人類全体の責任

と、発展途上国と先進国との間で拡大する富の格差の是正が、「持続可能な開発Jを実現す

るのに重要な意味を持つことが強調されたのである。 前者の考えは「世代間倫理Jの意義

を強調し、後者の考えは「世代内倫理」の重要性を指摘していた。「ブルントラント・レポ

ート」は、ともすれば環境問題に収数しがちな「持続可能な開発jをその本質に引き戻す

ための提言として、今なお新鮮な内容を含んでいる。（5)

「ブルントラント・レポート」以降、「持続可能な開発」には更なる理念の拡大が行われ

る。その大きな契機となったのが、 1992年の地球サミットの「環境と開発に関するリオ宣
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言J（いわゆる fアジェンダ21J）と、 2002年の世界首脳会議の「持続可能な開発に関する
ヨハネスブノレグ宣言Jである。この間の流れを一言でいえば、それは、「持続可能な開発J

は環境問題だけに関わることではなく、生態学的・経済的・社会的・文化的次元が等しく

関わっているという理解が次第に共有されていく過程で、あった（Melen・Paaso111・112）。特

に「ヨハネスブルグ宣言」は、「持続可能な開発」の「公約Jとして「人間的で、公正で、

かっ思いやりのある地球社会」の実現を挙げ（第2章）、「人聞社会を富める者と貧しい者

に分断する深い溝と、先進国と開発途上国との間で絶えず拡大する格差」が「世界の繁栄、

安全保障及び安定に対する大きな脅威である」ことを認め（12章）、「慢性的飢餓、栄養不

良、外国による占領、武力衝突、麻薬密売問題、犯罪組織、汚職、自然災害、武器密輸取

引、人身売買、テロリズム、不寛容と人種的・民族的・宗教的及びその他の扇動、外国人

排斥、 HIV/A IDS，マラリア及び結核を含む風土病、伝染病、慢性の病気」が「持続

可能な開発にとって深刻な脅威となっている」と警告し（19章）、「女性の解放と性の平等」

の実現を求める（20章）など、「持続可能な開発」の概念は、人権、平等、平和、共存、

寛容といった社会正義の理念を含むまで拡大していった。 2002年に国連総会で採決された

「国連ESDの10年」は、このヨハネスブルグ宣言を推進するための教育に関する提言で

ある。

以上のような国際的な動きと連動しながら、フィンランドはバルト海沿岸諸国と協力し

て「持続可能な開発Jを試みていった。それを代表するのが、バルト海沿岸諸国（11カ国）

が1996年に同意した「パノレト海域アジェンダ21」である。これは 1992年の「アジェンダ

21Jを受けてバルト海沿岸諸国が作った地域計画で、農業、エネルギー、漁業、林業、工

業、観光、輸送、空開設計（spaceplanning）の8部門で、環境、経済、産業の3つの領域に

配慮しながら「持続可能な開発Jを目指すアクション・プランで、あった（AnAgenaα21/or the 

Baltic Sea Region 1）。しかし、このプランには教育が果たすべき役割が含まれていなかった

ため、バルト海沿岸諸国の教育省は、 2002年に「バノレト 21日プログラムを採択した。こ

の地域のすべての教育機関にESDを織り込むことを目的としたアクション・プランである。

その後、フィンランド教育省は、「ESD委員会」というワーキング・グルーフ。を作って 「バ

ルト 21日を国内で実施するための具体案の策定に着手。そして、「国連ESDの10年jも

視野に入れながら作られたのが、2006年に発表されたSustainableDevelopment in Education: 

Implementation of Baltic E-Programme and Finish Strategy for the Decade of Education for 

Sustainable Development (2005-2014）とし、う報告書である（以下、「フィンランド ESDの 10

年Jと表記）。この報告書が、 2014年までのフィンランドの ESDの指針となっている

(Minis廿yof Education, Sustainable Development的Education13・18）。

「パノレト 21E」と「フィンランド ESDの 10年」には、それぞれ、「ヨハネスブルグ宣

言」と「国連ESDの10年Jの内容が反映されており、そのため、 ESDの概念はかなり多

彩な内容を含んでいる。たとえば、「パノレト 21日には、「教育の全体的目標Jとして「ESD

は経済・社会・環境の開発に関する総合的アフ。ローチに基づいて行われなくてはならない」

と明記されているが、これは 「ヨハネスブルグ宣言j以降の「持続可能な開発」の定義を

踏襲したものである。「倫理的次元」に関わる教育を重視することや、責任、平等、社会参

加の意義を教えること、また民主主義を担える市民を育てることをESDの目標として掲げ

ていることについても、同様のことが言える。こうした理念は、「フィンランドESDの10
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年」にも踏襲されている（Minis町 ofEducation, Sustainable Development in Education 63・65）。

フィンランドがESDを一つの国家戦略として積極的に推進したのは、国際的な動きに対

応したということもあろうが、それよりもまず、フィンランド自身の国内事情と教育理念

がそれを促したことも忘れるべきではない。フィンランドのESDの推進は外発的というよ

り、内発的な理由に根ざしていた。

フィンランドは国土の 70%が森林で覆われ、産業に占める林業の割合が伝統的に高かっ

た。 1950年代初頭には、輸出の90%は木材関係で占められている。林業がフィンランドの

産業に占める割合は現在では減少しているが、それでも 2000年の時点で、フィンランドの

全輸出量に占める木材製品と製紙の割合は26%であり、産業別で見ると第2位の位置を占

めている（OECD,Reviews of National Policies for Education 18, 26・27）。森林資源の保護と開

発はフィンランド経済にとって大きな意味を持っていた。（6）魚種資源に関しでも、バルト

海とその周辺の河川｜から得られる魚は、農作物とともにフィンランドの食糧の供給源であ

ったD しかし、食糧資源の源であるバルト海とその沿岸の河川は、 1970年以降、酸性雨や

「富栄養化J(eu甘ophication）などの影響で、魚種資源が減少する事態が深刻化してきた

(Ryd釦 106）。自然の保護と保全がフィンランドの産業と食糧問題にとって大きな意味を

持っていたことを考慮すれば、フィンランドが環境問題の解決にいち早く取り組んだのも

当然のことだ、った。

いっぽう、「アジェンダ21Jに盛り込まれた理念、つまり「持続可能な開発」の中に環

境だけでなく、社会的・文化的次元を組み入れるべきだという考え方は、「持続可能な開発」

という概念が国際的に認知される以前に、フィンランド政府が重視してきた政策で、あった

(OECD, Reviews of National Policies for Education 18）。平等な社会の実現、市民の社会参加、

批判的思考や責任感の溜養といったESDの理念は、フィンランドの政策や価値観と重なり

合うものであり、したがって、フィンランドの ESDは、新たな教育の模索というより、従

来の教育政策をいっそう総合的に展開する機会で、あったと言うことができる。フィンラン

ドが ESDを教育戦略の柱に据えた所以である。

3.フィンランドの高等教育とESD

フィンランドのESDは、「浸透性の原理J、つまり公式、非公式の別を問わず、すべての

教育の場にESDを織り込むことをその特徴としている（Minis句rof Education, Susta初めた

Development for Education 64）。基礎教育（basiceducation）、後期中等教育（uppersecondary 

schools）、職業教育（vocationaleducation）、大学（universities）、専門大学(polytechnics）はもち

ろん、大学院教育や、一般の市民を対象とする成人教育でも ESDの推進が図られている。

つまり、すべての国民が「持続可能な開発Jの意義を理解し、それを職業や市民生活の場

で実践していくことを目指して教育が行われているのである。

特に、高等教育機関と、そこで研究教育に従事する教員にはESDに関して特別な役割が

期待されている。 TainaKaivolaとMauriAhlbergによれば、大学の教員は次の 3つの活動を

通して社会貢献ができるという（Kaivolaand Ahlberg 47）。
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(1) publications and senior advisor positions 

(2) indirect influence through students 

(3) participating [in] the accumulation of scientific information and understanding in as many 

ways as possible 

このことを ESDに当てはめれば、 ESD関係、の教科書や教材の開発、 ESDにふさわしい教

育方法の策定、 ESD関係の学術書の出版、「持続可能な開発」をテーマにした講演活動や

シンポジウム、教育審議会を通しての提言といったことが、大学関係者には求められると

いうことになる。特に上に挙げたο）の項目、すなわち、仕事や市民生活で「持続可能な開
発」を自覚した活動を行うことができる学生を育てることは、持続可能な社会を目指すフ

ィンランドにとって大きな役割と考えられている（Kaivolaand Ahlberg 47・48）。

とはいえ、 ESDは、その歴史の浅さと目標の多様さゆえに、それを実践するには多くの

議論と試行が伴う。フィンランドの教育省は、高等教育機関がその教育フ。ログラムの中に

「持続可能な開発Jに関する戦略プランを盛り込むよう要請しているが、そのいっぽうで、

具体的な戦略プランの策定は「自立機関」としての大学の責任に任せている（Rohweder25）。

もしその責任が十分果たせなければ、 Lili-AnnWolffが皮肉を込めて語っているように、

ESDは、「見すいた自己欺臓J(組 obviousself-deception）に陥ってしまう危険性がある（Wolff

60）。

ESDには特定のパッケージが予め与えられているわけではない。 Kalliomakiが言うよう

に、「ESDには普通的モデルは存在しない」侭alliomaki16）のであり、したがって高等教育

における ESDに関しても、教育内容、教育方法、教員研修、カリキュラムの策定といった

問題について新たな対応が必要になる。フィンランドの高等教育機関はESDという新たな

チャレンジにどのように対処しようとしているのか、また、そこにはどんな問題が付随し

てくるのか。以下、項目ごとに整理したい。

(1）専門教育と ESD

専門的な知識と技術を持った学生を育てるという点では、フィンランドの高等教育も例

外ではない。フィンランドといえどもグローパル化する世界と市場原理で動く経済構造の

中で生き残っていかなくてはならず、それゆえ、高等教育機関には高い知識と技術を身に

付けた学生を養成することが期待されている。だが、それに加えて、「持続可能な開発jの

意義を理解し、それを実践できる人材を育てることもフィンランドの高等教育の目標にな

っている。持続可能な開発の知識と技能を兼ね備えた専門家の育成一一これが、フィンラ

ンドの高等教育を特徴づけている。

A person with a山首versitydegree will have the basic know圃howand skills needed in也e

professional world and to work as an expert. They will be capable of acting as active citizens 

and they are capable of influencing decision making. They can also keep themselves 

up-to圃datewith the innovations and research conducted in their own field-and this according 

to吐ieprinciple of sustainable development. (Minis仕yof Education, Sustainable Development in 

Education 63) 
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とはいえ、上に引用した教育目標一一山「専門家j として活躍できる知識と技術の習得、

f活動的な市民jとして政策決定に影響を与えることができる能力、「持続可能性Jに基づ

く専門的技能の養成などーーを現実の教賓の場で実践していくには多くの工夫と困難が伴

う。たとえば、 ESDは環境、経済、社会、文化という 4つの柱を考悲して行うべきだとさ

れるが、この4つの柱を大学全体のカジキュラムの中でどう配置したらいいのかは、

教育の目的に応じて個別的な対応が必要になる。また、一段教育と専門教育とのそれぞれ

において、仰をどれだけ教えるかについても決まった青写真があるわけではなく、様々な

提案が行われているむ

たとえば、フィンランドの大学で「バルト 21EJの実施寅任者で、あったSimoIsoahoは、

大学のすべての学生が一般教育の課程で、 f持続可能性Jについての基礎的事項一一つまり

「持続可能註j に関する「概論的研究方法、主要な問題点、ジレンマ、政策や戦略を理解

するjための基礎知識…ーを学ぶことを揖唱する。いっぽう、専門教育については、

する複数の科目Jに f持続可能性に関する事項jを含ませることが大事であるという。つ

まり、環境問題や持続可能性に関する科目を既容の専門教育課程の中に追加するのではな

く、授業そのものを「持続可能性jの要素を組み込んだ、中身に改変することが大事だと説

くのである。（乃大学のカリキュラムに合まれるようになったテーマ一一環境余計学、環境

リスクマネジメント、リサイクルの制度設計、ライフスタイル・アセスメント、マテヲア

ル・ブロー分析、企業の社会責任など…ーは、専門教脊と持続可能性の両方の口ンセプト

の統合によって新たに立ちあげられた科院でるるというοsoahoand h同ola84）。ただし、

lsoaho によれば、フィンランドの多くの大学では、 f持続可能性Jのこコンセプトを組み入れ’

た教育は少数の科昌に留まっており、いまだに従来の環境教育が主流であるという(Isoaho

7）。

専門教育にESDを統合させる試みは、教員養成教育においても試みられている9 フィン

ランドの「基礎教育jと f後期高等教育jのコア・カリキュラムの中に「持続可能な開発j

に関わる科目が含まれているため、教員悲盟者は f持続可能な開発jに関する知識が求め

られるからである。 ESDは教員志望の学生に対してだけでなく、現役教師を対象にした研

修でも取り入れられている。ただし、 Kaivolaによると、「浸透性の原理Jという観点から

見ると、 f持続可能な開発jに関するカリキュラムは十分ではない（Kaivola68・69）。 ESD

をi日来のカリキュラムの中に組み込む一番簡単なやり方は、「持続可能な開発jを扱った必

修科目を学士課程にひとつ追加するやりかたであるが、 Kaivolaは、そうしたやり方は安易

な方法であり、 f最悪の場合、履修を余儀なくされる授業がもう一つ増えたjということで

しかないと批朝する。また、教員養成教育のESDについても実際は環境教育が主流を高め

ており、社会系分野の教員養成コースでは、 ESDの教育効果は十分ではないと指描してい

る（Kaivola67-70) o IsoahoとKaivolaの論文を競む罷りでは、専門教育にESDをどのよう

に組み込むかは、カリキュラムの改変という点でも授業内容の変革という点でも、試行の

段階にあると震えそうである。

(2）価値観の育成と ESD

既に述べたように、自然保護、環境破壊、資源の維持といった問題に特化してきた過去
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の環境教育から脱して、自然、経済、社会、文化の領域を包含した教育を行うべきだとい

うのが ESDの理念である。したがって ESDが扱うテーマには、資源開発、環境問題、経

済問題だけでなく、平和、平等、民主主義、貧困、格差、異文化聞の共生といった多様な

テーマが含まれる。これに加えて、 ESDには、知識や技術を習得するだけではなく、こう

したテーマに含まれる価値観や倫理、さらには責任感や行動力の育成までもその目的の中

に含まれる。 LiisaRohwederは、 ESDの教育目標について次のように語っている。

For researchers working in education and training for sustainable development today, the 

overriding paradigm is that the goal of education is to endorse a way of life advocated by也e

value based. interpretation of sustainable development . . . . The development of a learner’s 

knowledge, skills, values, and attitude is what is most important-just as instilling a sense of 

responsibility and inciting action for sustainable development. Several studies show that企om

the learning point of view the following concepts hold particular significance；也eideal of a 

good life, critical and holistic出inking,democracy, inter-generational thinking, respect for 

diversity and empowerment. (Rohweder 24・25)

上記の言葉をいささか乱暴な言い方でまとめるなら、未来の世代を含め全ての人聞が幸福

な生活を営むことができる社会の実現と、それに貢献できる人間の育成がESDの大きな目

標だということができる。 ESD.の推進に関わる人が価値観や倫理の重要性、責任や行動の

意義を力説するのもそのためである。どのような社会が人間にとって望ましい社会なのか、

人間にとって幸福とは何なのか、そのような社会や生活を実現するための個人をどう育て

ればいいのかといった、一義的な答えが見出せないような問題がESDには必然的にからん

でくる。

たとえば、ブルントラント・レポートが「持続可能な開発とは、将来のニーズを満たす

能力を損なうことなく、現在のニーズを満足させるような開発であるJと言うとき、「ニー

ズ」という語をどのように解釈するかによって、未来の社会像は大きく変わってくる。「ニ

ーズ」とは、人間の基本的な生存条件を意味するだけでなく、人間の欲望や幸福感に関わ

る概念だからである。「ニーズjの範囲と上限には、誰もが納得できる客観的な基準がある

わけではなく、「満足で、きる生活」をどうイメージするかによって「ニーズJの中身も異な

ってくる。このことは、第二次大戦後の日本人にとって「衣食住Jの確保が切実な「ニー

ズ」で、あったのに対し、高度成長期以降の日本人にとっては、それだけではもう満足で、き

る生活ではなくなっできたという事実を見るだけでも明らかである。 ESDで倫理の問題を

扱おうとするとき、何をもって「望ましい社会」とするかは重要な鍵となる。

環境教育における倫理問題を重視する LarsRyd句は、「持続可能な開発Jに関する現在

の政策の多くは「人間中心の倫理Jに基づいているという。自然とは人間の生活をよりょ

くするために存在しているのであり、天然資源や自然環境を守る必要があるのは、あくま

でもそれが人間の生活にとって役立つからだという考えである。それに対し、「生命中心の

倫理」では、人間以外の生命もそれ自身の価値を持っており、人間にとって有益かどうか

とは関係なしにその存在を重んじるべきだと考える（Ryd釦 29）。生物の多様性を重視する

環境政策は、「生命中心の倫理」に基づいている。
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f人間中心の論理Jと「生命中心の倫理jは自然を保護するという意味では相対立する

わけではない。しかし、 ESDには資任や行動の次元も含まれることを考長議すれば、どちら

の論理に軸足を置くかによってESDが掲げる教育目標も変わってくる。 f人間中心の倫理じ

つまり自然を経済の発展や人間生活の向上に役立つものとして捉える立場に立てば、

の生活様式や生活水準をできるだけ維持しながら資掠保護やこにネルギ…消費の箆約を目指

すことになるa そこでは、物質的に豊かな生活を求めたいとする欲望自体は否定されず、

天然資源やエネルギーを科用するためのルール作りが主な目標になる（Rohweder24) o 現

在注吾されているここコカ｝やコ二コ商品の開発は、社会や経済の仕組みゃ個人のライブスタ

イルを根底から変えることなしに資源を有効に使おうとする発想、であり、経済成長そのも

のが菅定されているわけではない（井上ふ6）。このような考えそ採る譲りにおいて、 ESD

は、鯉人の生き方や社会の在り方を根本的に変えることを目指す必要はなくなってくる。

いっぽう、「生命中心の論理jに立てば、自然老人間のために利用することを是としてき

た文明の在ち方や、従来の人間と自然との関係を根本から問い夜すことが求められる。自

然保護と産業の発展との関連では、当然、前者を譲先することになるだろうし、場合によ

っては開発そのものを悪とみなす考えにもつながっていく G f生命中心の論理Jは、先進留

と呼ばれている国々の生活と社会の在り方を変えるメッセージを必然的に伴わざるをえな

し、。

「生命中心の論理」をさらに徹底させると、それは、 fディ…ブ.o.ェコ口ジーjの考えに

結びつくむディ…ブ・エコロジーはブインランドの哲学者アノレネ・ネスが擁唱した環境思

想であるが、それは、自然保護や環境破壊の問題を技術的に解決するだけでなく、人間と

自黙との関保を間い直し、物質的欲望の充足を求める生き方の変更告求め、さらには現在

の社会と経済の在り方をラデイカルに変えることを爵指す（井上 6-13）。ネスは従来の環

境運動を「浅いエコロジ…運動j と規定し、そうした運動は「環境汚染と資諒枯渇に対す

る取り組みjでしかなく、その「主たる昌標は『発展』をとげた国々に住む人々の鍵康と

物質的豊かさの向上・維持におかれているj として批判する（ネス 32）。それに対して、

ネスは、人間を含めた全ての生命が生命躍という全体の績の自を縫い上げている存在だと

捉え、人間中心主義の立場者否定する。さらに、それだけでなく、高北の経済格差や階級

制度への批判や、地域自治や分権化の促進といった社会改革も運動の中に含めるのである

（ネス 32…37L仮にネスのような思想、を ESDの一環として盛り込むとすれば、 ESDは、

現視の政治体制やグロ…パリズムの動き、さらには資本主義経済告捧を問い直す立場に立

つことになる。総理の問題が重要であることは「パノレト 21EJに明記されているように、

ESDの主要な柱である （An{lgenda 21 for Education .11）が、どのような論理が望ましいの

かについては様々な立場が交錯せざるをえない。

(3) ESDと教育方法・教育実銭

ESDで辻、知識や技衝を礎得することよりも学習の「過程Jを重視する （AnAgenda 21 for 

Education 11）。既存の知識として外から与えられたものは、新しい状況に裏話したとき、

その有効性を失うことが多いが、知識を自ら獲得する能力を身につけることは、新たな環

境の中で新たな事実に韮面しでも、告らのカでそれに対応できるからである。ESDでは「批

判的思考J(critical 出n討ng）やf決定能力J(decision m紘加g）の育成が強調されるが、それは、
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自ら考え自ら意思決定できる能力こそが、職業の面でも市民生活の面でも重要であると考

えられているからである。 ESDには、それにふさわしい教育方法が必要となる。

Rohwederが提唱する「変容学習方式」（仕組sformativelearning methoのはそうした教育方

法の一つである。これは、学習結果よりも学習プロセスを重視する教育方法の一つで、あり、

ESDに関する一つの教育モデルを提供してくれる。 Rohwederによると「変容学習Jとは、

以下のような特徴を持っている（Rohweder7 6・78）。

(1）学習過程で中心になるのは学生で、あつで教師ではない。学生は積極的な参加者とし

て学習に関与することが求められる。

(2）教師の役割は、「権威者」になるのではなく、学生の学習を方向づけたり激励したり

するための案内役をすることである。

(3）学生が身につけるべき能力とは、「情報を構築して創造するj力であり、「新たに学

んだ体験を既存の知識に適応させる」力である。こうした能力を持つことによって、

学生は既に獲得した情報を新しい環境にうまく適用することができるようになる。

(4）学習者は他の学習者と協力、対話することが大事である。自分の考えと他人の考え

を比較・検討することで、学習者は自分自身の解決策を組み立てることができる。

Rohwderが唱える「変容学習Jは「問題解決型学習Jと相通じる面があるが、学生の価値

観や責任感の醸成、さらには具体的な行動への動機づけもその教育目標には含まれており、

そこには民主主義社会を担える人材を育てるという ESDの理念が反映されている。知識と

態度と行動という 3つの要素を繋ぐことを重視するのが「変容学習」の大きな目的となっ

ている（Rohweder76-78）。

以上のことを考えれば、 ESDにおいて参加型の教育実践が重視されるのも当然だといえ

る。その代表的な試みがバルト大学フ。ログラムである。これは、特定の大学のフ。ログラム

ではないが、学生の自主性と相互の協力を育むための教育活動で、 ESDの理念が凝縮され

ている。このプログラムは 1991＇年に始まったもので、バルト海域にあるすべての国から

180以上の大学と他の高等教育機関が参加する世界最大の国際的フ。ロジェクトになってい

る。その主な活動は、異なる国から参加した者同士で行う議論、グループ。活動、事例研究、

プリゼンテーションから成りたっていて、学生自身が主人公として活動できるプログラム

となっている。参加する学生は、その活動を通して、文化が異なる者同士のコミュニケー

ション能力と国際理解、さらには異なる価値観を持つ参加者同士で、行う議論を通して問題

解決能力を養うことができる（Lindroos99・100）。

(4）学問領域間の協力

既に述べたように、「持続可能な開発Jの概念には、自然、経済、社会、文化の4つの次

元が含まれる。しかし、すぐに推測できることだが、この4つの柱を ESDの中に総合的に

盛り込むことは簡単ではない。 ESDにおいて学際的な研究が重要で、あることは多くの研究

者が認めるところであるが、学問相互の協力は、それぞれの学問領域の聞で閉じていると

いうのが現状である。学問領域間にある壁を壊して ESDをさらに実りあるものにするため

には、従来の学問分野の垣根を超えた研究協力や情報交換を行うことやESDに関係した研
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修活動が必要となる口

ヘノレシンキ大学では、教員を対象にした教授法を学ぶ授業があり、参加者は自分の指

噂法を分析・評錨することが求められる。また、学内に様々なブオーラムがあり、そこで

は異なる学部の教員が集まって学位ブ。ログラムの再編について話し合いをしているという

(Kaivola and Ahlberg 44）。授業としては学部横断的に構成されるテーマ別の総合科目があ

り、多くの学部の教員が参加する。こうした活動は、学部を超えた教員需のパートナーシ

ッブやネットワーク作りへと発展していく（K創刊誌組dAhlberg44）だけでなく、環境研究

のリサーチネットワークや、すべての学部生を対象とした環境問題に関する教育プログラ

ムの作成へとつながっている（Niiniluoto41）。

多種多様な分野の研究者や学生を集結する試みとして注目したいのが、fバルト大学ブ。口

グラムj とり勺レト海域持続可能な開発ネットワ｝クJというこつのネットワーク型のプ

ロジェクトである。この二つのネットワークは「バルト 21Eプログラムj と fESDの 10

年jにおいて重要な位置づけをされている。

このネットワークの活動は、バルト権地域の「持続可能な開発jに関する地域全体の

関心と学瞭的な協力の上に成り立っている。これには、経済、文化、環境、医学、科学、

クノ口ジ一、社会科学関孫の研究者や学生が参加する。あえて異分野議合型の構成とし

たのは、異なる研究・教育分野を組み合わせることによって新たなものが生まれることを

期待したからであるという 9 ネットワークの主な活動には、授業の開発とその組識化、教

と研究者のためのセミナーや会合、学生の活動、それに様々なセミナーやア。ロジェクト

による能力開発などが含まれている（Lin金oos96θ7）。

この二つのネットワ…クは、教育が広範屈にわたる知識と経験の領域から利益を得る

ことができるということ、また新たな研究方法は協力のなかでこそ発見できるということ

を教えてくれる。 I泊droosi土、パノレト海域で試みられている大学・研究機関・教育者の相

互の協力について、 f相互に学びあうという考えが、未来を留り開く鍵であるjと述べてい

る（Lindroos97）。フィンランドの高等教育で進められている異分野間の対話とネットワー

ク作りは、民本の研究者にとって参考にすべき内容を含んでいる。

4.結語iこ代えて

以上見てきたように、フィンランドの教育省はESDを教育戦略の柱とするだけでなく、

未来の「持続可能な社会Jを実現するための国家戦略の一つに位罷付けてきた。「浸透性の

原理jによって、公式・非公式を関わず、すべての教育機関でESDの誰進を図っているの

も、 ESDが未来のブインランドに大きな意味を持つという認識からである。

こうした意義を担っている ESDを推進するために、フィンランドの高等教育機関は、バ

ルト海沿岸諸国やEUとも協力しながら、「フィンランドESDの10年Jというアクション・

プランを達成するための実践を続けている口このアクション・プランの成果に関する評鶴

は、計画が終わる 2014年度以降に報告されることになるであろう。

フィンランドの高等教育のESDの成果について現時点で語るのは早計であるが、日本の

大学が学ぶべき点としては以下のことが雷える。
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一つは、 ESDについて学際的あるいは分野横断的な教育研究の仕組を整えることの必要

性である。とちわけ、これまでESDに関心を寄せることが少なかった人文系・社会系の研

究者がESDに関わることがない限り、 E本のおDはいつまで、たっても環境問題や自然破

壊といったテーマを扱うだ、けの教育研究に留まり続けるであろう。環境教育から ESDに脱

皮するには、学問領域開の敷居を低くして、異分野嵩の研究者による対話が始まらなくて

はならない。

第二に、 ESDとは従来の研究教育分野に付加された一つの分野ではなく、研究と教育の

両国で、新たなパラダイム変化をもたらす理念であることを理解することである。このこと

は、個々の研究者について言えば、各人がそれまで、翻別に行ってきた研究の中身をESDと

の関わり合いから再検討することを意味するし、いづぼう、大学教育という観点からすれ

ば、教育目的の再考とカリキュラムの大幅な再編を行うことを意味する。すなわち、 ESD

が掲げる目標との関わり合いかち、高等教育の教育目標、カヲキコ‘ラム編成、研究詣での

貢献などを再吟味していくことが必要になる

それを共有するプロセスが不可欠で、ある9

う。そのためには、 ESDの理念を理解し、

フィンランドのESDをめぐる論争や実践の試みについて驚かされることは、 ESDとは

荷なのか、 ESDをどのように具体化していくのか、 ESDにふさわしい教育方法はどうある

べきか、教員間のネットワークをどう作っていくのかといった開題について、様々な立場

から多様な提案が行われ、それを実賎しようとしている姿である9 学際的な協力にせよ、

ESDを軸に捷えた教育プランの策定にせよ、ブインランドの高等教育機関でも望ましいそ

デ〉レが確定されているむけではない。それはまだ、発展途上の段階にあるというのが、率

誌な感想である。にもかかわらず、 ESDの理想的なあり方者様々な立場から模索し、それ

を実行に移そうとしている帯熱は見習うべきものがある。既存のパッケージがないESDに

は、それを作るための地道な議論と試行のブ。ロセスが必要である。この点で、岩手大学の

「学びの銀河jプロジェクトは、残念ながらこのプロセスが欠けていたと替わざるをえな

い。大学教育の柱として「持続可能性jや f共生jの理念を掲げようとするなら、改め

ESDのあるべき姿につい教員間の対話やネットワークを広げ、理解を共有することから始

めなくてはならない。

注

(1) ESD-Jの活動自的と話動内容については、 ESD-Jのホーム・ページ（ht早WWW.部ふ1.0恵与を参照。

(2) 「爽施計闘Jは、 ESDは全く新しい取り組みとは位置づけていない。従来、日本の教育の中で f醐

知的jiこ行われてきた問。に撰する学習を「各教科等や総合的な学替の時間など学校教育活動全体

を通じてj行うことが盤饗だという立場である。

(3）「教育や体験の機会、場の提供j に番かれている項目は、以下の溜りである。 f地境ボランティア活

動推進事業jf省庁連携子ども体験型環境学習誰進事業J「こどもエコクラブ事業jf子どもパークレ

ンジャー事業J「車然ふれあい体験学溜等推進事業費jf子どもホタレンジャー事業j九三きづく湖沼

ふれあいそヂノレ事業Jr身近な野生生物の観察事業j f環境ロミュニティ・ピジネスモデル事業等j

f地域3R支援事業」「子どもの水辺再発見プロジェクトjf海辺の環護教宵Jf水生生物を指標とし
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た簡易水質調査」「身近な水環境の全国一斉調査J「いきいき・海の子・浜づくり」。

(4）北海道大学のホーム・ページの’情報（http://www.hokudai.ac.jp/huisd/zentai.h加 1）によると、「北海道大学

『持続可能な開発』国際戦略」は、 2005年から 2010年までの5年間で、 3つの課題について集中的

に取り組むプロジェクトである。その3つの課題とは、「環オホーツクにおける気候環境システム」

「人獣共通感染症J「北海道大学サステイナピリティ・ガパナンス計画jの3つで、ある。

(5) Our Common Future (1987）が示した「持続可能な開発」の定義は、”Sustainabledevelopment is 

development th剖meetsthe needs of the present without compromising the ability of future generations to meet 

their own needs.”で、ある。この定義は「持続可能な開発」の定義としてよく引用されるが、しかし、こ

の定義の後に、経済的に困窮している社会に住む貧困者の救済を強調する言葉が補足されていること

に注意を払うべきである。「ブルントラント・レポートj は、世界の貧困問題が解決できないかぎり

「持続可能な開発」はできないことを強調している。

(6) Reviews o/National Politics for Education: PoかtechnicEducation in Finlandによると、 1950年代後半で

は、フィンランドの輸出の90%以上は木材関係の製品だ、った。 2000年の産業別輸出では、全輸出の

うち電子機器が31%、木材製品と製紙が26%、金属、工学関連品が 15%を占めている。

(7) Isoaho，“Education for Sustainable Development" 8頁を参照。ただし、 Isoahoは、「持続可能性とは、

学術的な専門分野ではなく理論的フレームワークJであるから、「持続可能性に関する専門的な問題を

すべての授業科目」に含ませる必要はないと主張している。
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